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はじめに
グローバル化についての議論が様々な形で行われて
いるが，1999年の「21世紀日本の構想懇談会の報告書」
を見ると，次のような指摘がされている．現代の日本
の「閉ざされたシステム」は空洞化し，疲弊していく
だろう，「グローバル・リテラシー」（国際対話能力）
の育成が必要である，そして，このままいったら長期
的には英語を第二公用語とすることも視野に入ってく
るが，国民的論議を必要とする．まずは，英語を国民
の実用語とするために全力を尽くさなければならな
い，と．この最後の点は，見方によれば，日本の英語
教育界に対する最後通知とも受け取れる内容である．
英語教育がうまくいかなければ英語を日本の第二公用
語にしなければならなくなる，というのである．
これは，今から17年も前のことだが，果たして，こ
の間，日本の英語教育は改善されたのだろうか．2011
年に発表された「産学連携によるグローバル人材育成
推進会議」の報告書によると，グローバル人材とは「世
界的な競争と共生が進む現代社会において，日本人と
してのアイデンティティを持ちながら，広い視野に
立って培われる教養と専門性，異なる言語，文化，価
値を乗り超えて関係を構築するためのコミュニケー
ション能力と協調性，新しい価値を創造する能力，次
世代までも視野に入れた社会貢献の意識などを持った
人間」のことだと述べている．つまり，日本人として，
従来の言語，文化，価値を乗り越えた新しい視野を持
つ人材がグローバル人材だというのである．となると，
従来の英語教育で扱われてきたネイティブの英語やそ
の背景にある文化等について学ぶだけではグローバル
人材は育成されない，ということになる．
また，官邸の「グローバル人材育成戦略」（2012）
を見ると，グローバル人材育成に必要な言語能力とし
て， ① 海外旅行会話レベル， ② 日常生活会話レベル， 
③ 業務上の文書・会話レベル， ④ 二者間折衝・交渉
レベル， ⑤ 多数者間折衝・交渉レベルの中でも，特に，
「④⑤レベルの人材が 継続的に育成され，一定数の「人
材層」として確保されることが，国際社会における今
後の我が国の経済・社会の発展にとって極めて重要と
なる」と述べているのである．つまり，①から③は，
基本的に慣用表現など，決まった表現を身に付けるこ
とでかなりの程度達成できるが，④と⑤については，
ディスカッションやディベートの能力を必要とするた
め，しっかり思考力・判断力をベースにした表現力の
育成が必要になるのである．そして，最終的には，「相
手の意図や考えを的確に理解し，自らの考えに理由や
根拠を付け加えて，論理的に説明したり，議論の中で
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グローバル化に伴い，外国人とコミュニケーションしなければならなくなる機会は今まで以上に多くなるだろう．
従来の英語教育は，ネイティブの英語を学ぶことを目標としてきた．しかし，英語はもはや英語圏だけのものでは
ない．世界中の人が，英語という共通の手段を用いてコミュニケーションしている．大切なのは，英語でディスカッ
ション，ディベート，プレゼンテーション等ができるようになり，どこの人とでも議論や交渉ができるようになる
ことである．新学習指導要領ではCan-do指標を目標に設定することにより，英語の何を学ぶかから英語で何ができ
るようになるか，に重点を置くことを強調している．また，教科内容としても英語圏文化のみを扱うのではなく，
たとえば，CLILのような考え方を取り入れることにより，幅広く自国や世界のことをテーマにすることが求められ
ている．最後に，今後は，英語を使って何ができるかを評価するため，入試をはじめとした英語能力評価テストを
4 技能化することが求められているのである．
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反論したり相手を説得したりできる」（文部科学省
2011a）人材が育成できるような英語教育の改革が求
められているのである．
本稿では，このような要請に応えるための英語教育
の改革について考えていく．
英語教育改革の具体的目標を考える
日本の英語教育は，第 2 次大戦後ずっと，英語その
もの（文法，語彙，発音など）か，あるいは，英語圏
文化を教えることに終始してきた．しかし，現在，こ
のような従来の知識偏重教育から，いわゆる学力の 3
要素（教育基本法第30条）を育成する教育への転換が
示されている．具体的には，中教審の「幼稚園，小学
校，中学校，高等学校及び特別支援学校の学習指導要
領等の改善及び必要な方策等について」の最終報告書
（文部科学省2016f）によると，『「基礎的な知識及び技
能」，「これらを活用して課題を解決するために必要な
思考力，判断力，表現力その他の能力」及び「主体的
に学習に取り組む態度」から構成される「確かな学力」
のバランスのとれた育成が重視されること』となって
いる．更に，それを実現するための，教え方として提
唱されているのが「アクティブ・ラーニング」である．
アクティブ・ラーニグといっても，具体的な定義は
なく，学生が「能動的に」学ぶことの総称と考えられ
る．文部科学省によると，それは「教員による一方向
的な講義形式の教育とは異なり，学修者の能動的な学
修への参加を取り入れた教授・学習法の総称．学修者
が能動的に学修することによって，認知的，倫理的，
社会的能力，教養，知識，経験を含めた汎用的能力の
育成を図る．発見学習，問題解決学習，体験学習，調
査学習等が含まれるが，教室内でのグループ・ディス
カッション，ディベート，グループ・ワーク等も有効
なアクティブ・ラーニングの方法である．」（文部科学
省2014a，p. 37）
本稿では，今後の英語教育を上記の観点から見直し，
小・中・高の一貫した英語教育改革を，大学がどのよ
うに受け止め，大学としてどのような新たな英語教育
の在り方を考えなければならないかについて論じる．
英語教育改革で目指すもの
上記の観点から英語教育の在り方を見ると，従来の
言語に関する「知識・技能」偏重の教育から，英語を
使って何ができるか，というCan-do を到達目標に据
えることにより，生徒が能動的に英語を使って「考え，
判断し，表現できる」ようにすることが大切になる．
つまり，今後は英語の何を知っているかではなく，英
語で何ができるか，が大切になり，そのためには，英
語でコミュニケーションできるようになることが，必
須となる．
また，コミュニケーションするためには，何につい
てするのかという「内容」が大切になる．文法につい
てコミュニケーションする，というのは，言語学者な
らいざ知らず，言語学自体に興味がない人にはあまり
意味のないことになる．そのため，英語を使って，経
済，政治，国際関係，科学，文学，文化，歴史などに
ついて学生とコミュニケーションできるような授業を
行うことが求められるのである．その方法としては，
例えば，内容言語統合型授業（CLIL）のような方法
を取り入れることにより，科目横断的な内容を，英語
で理解し，表現できるようにすることが考えられるだ
ろう．
さて，ここまで述べたところで，なぜこのような英
語教育改革が必要なのかについて，いくつかのデータ
を見てみよう．
英語に自信がない日本人
日本人（15才）は，OECDの中でも学力的にはトッ
プクラス（ＰＩＳＡの結果，OECD 35カ国中，科学
的リテラシーと数学的リテラシーが第一位，読解が第
6位）であるにも拘わらず（国立教育政策研究所
2016），英語力（外国語運用力）はまだ弱い．2015年
に文部科学省が実施した中高生の 4 技能英語力調査結
果によると，中学生の平均が英検で言えば， 4 級から
3 級にかかる程度（文部科学省, 2016a）．つまり，27
年度実施の教育課程実施状況調査の結果が示すよう
に，英検 3 級取得者あるいはそれと同等の英語力があ
ると認められる生徒は，37％弱だという．また，高校
生 の 結 果 は， 3 級 と 準 2 級 の 間（ 文 部 科 学 省, 
2016b）．27年度実施の教育課程実施状況調査の結果
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からも，英検準 2 級取得者あるいはそれと同等の英語
力があると認められる高校生は，34％強という．また，
中高生ともに， 4 技能の中でも，スピーキングとライ
ティング力は非常に弱いことが分かった．
産業能率大学が，2001年から 3 年毎に，新入社員の
グローバル意識調査を実施してきたが，2015年の結果
は次のようなものだった．「日本の企業はグローバル
化を進めるべきだと思いますか？」という質問に対し
ては，73％の人たちは「進めるべき」だと言っており，
「海外で活躍するために必要だと思う能力は？」とい
う質問に対しては，80.4%の人が「語学力・コミュニ
ケーション力」と答えている．にもかかわらず，「あ
なたは海外で働きたいですか？」という問いに対して
は，63.7%の人が「働きたくない」と答えおり，そのもっ
とも大きな理由が，「自分の語学力に自信がない」
（65.5%）となっている．また，彼らが自分の英語力が
どの程度だと思っているかについてみてみると，「英
語は全くできない」と思っている人が，ほぼ半数の
47.7%もいることがわかるのである．
これからの日本を背負って行かなければならない若
者がこのような状態で大丈夫なのかと心配になってし
まう．もちろん，この原因は色々考えられるが，日本
における英語教育のあり方，という観点から考えてみ
ることにする．
標準的な英語とは？
学習指導要領では，「標準的な英語」を教えること
を求めているが，この「標準的な英語」とはどのよう
な英語をいうのだろう．学習指導要領では，長い間，
アメリカ英語が「標準的な英語」として扱われてきた．
従って，アメリカ英語の発音，表現，語彙等を教える
ことが英語教師の仕事だったのである．
40年以上前のことだが，私がミシガン大学に留学し
ていたときに，夏休みを使って，日本の中学校の先生
たちが英語の集中研修を受けにきた．社会科の先生も
英語の先生も国語の先生もいたが，他の教科の先生と
比べて，英語の先生の中にはあまり英語をしゃべらな
い人がいた．
他の教科の先生の英語は決してうまいと言えるもの
ではなかった．発音も表現も当時の標準的な英語であ
るアメリカ英語という観点からすると，誤りだらけ．
でも，彼らにとって，英語は「専門」ではないので，
間違うことは気にならなかったのだろう．西洋史の先
生がアメリカが独立した年号を間違えたら恥ずかしい
だろうが，英語を間違えても恥ずかしくはないのであ
る．それに対して，英語の先生は専門が英語なので，
自分の専門で間違うわけにはいかない．生徒にも「正
しい」英語を教えているわけだから，自分が「正しい」
英語が使えなければ立場がないのである．しかも当時
の標準的な英語はアメリカ英語だったことを考える
と，アメリカに研修に来ていた先生方は，益々しゃべ
れなくなってしまったのだろう．
あるときアメリカ人が，英語の先生に「あなたは日
本で何を教えていますか」と聞いた．しかし，その先
生は，「国語」と答えていたが，これは一人だけの問
題ではなかった．帰国後，このことをある教員研修で
話したら，終わってから一人の先生が「その先生の気
持ち，よく分かります．私も指導者研修の後，アメリ
カに文部科学省から派遣されて行ったが，そのとき何
を教えているかと聞かれて，「体育」と答えた」と．
ALTが日本の中高に派遣されて早30年が経とうと
しているが，最初のころは，ALTが職員室に入って
くると，真っ先に出て行ったのが英語の先生だった，
という話を良く耳にした．自分の英語に自信がないた
め，他の教科の先生の前で恥をかきたくなかったのだ
ろう．今ではもうそのようなことはないと思うが，当
時は英語の教師にとっては大きな問題だったのである．
ところで，現在の学習指導要領では，「標準的な英語」
に，英語圏の英語だけでなく，「国際共通語としての
英語」（English as Lingua Franca）が含まれる，と解
説書にある．この意味は非常に大きいのである．
国際共通語としての英語とは？
Kawashima Tomoyuki氏は公立高校の教師だった
2013年に，オーストラリアのMacquarie大学から博士
号を授与された．その博士論文に，次のような結果が
報告されている．一般的にはネイティブ・スピーカー
が録音している検定教科書のCDのスクリプトを，彼
が知っているnon-nativeの人たちに録音し直してもら
い，それを使って英語の授業を行った．すると，non-
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nativeの英語を聞く機会の多い生徒は，non-nativeの
英語に対するpositive attitudeを持つようになること
がわかった．しかも，生徒が自らが話す「日本」英語
にも自信を持つようになるというのである．
一方，non-nativeの英語に触れる機会が少ない生徒
は，non-nativeの英語に対するnegative attitudeを持
ち，nativeの英語を使うことに対するattitudeが高く
なり，nativeらしくならなければならないと思うよう
になる，というのである．
もう 1 つの研究を紹介しよう．2015年のEurasian 
Journal of Applied LinguisticsのYamanouchi Kenta
氏の論文を見ると，大学生はnativeのような英語を身
に付けたいと思っている反面，speaker modelとして
は，日本人の英語の先生をあげるという．また，“it 
is  necessary  for  students  to  observe  the  speaker 
model using English  for communicative purposes”
（p.5）と言っている．つまり，英語のモデルはネイティ
ブの英語かもしれないが，実際の英語話者のモデルと
しては，日本人で自分より英語ができる人であり，そ
の人が外国人などと英語でコミュニケーションしてい
る姿を見ることが大切だ，というのである．近年，日
本人が世界で活躍し，英語やその他の外国語を使って
いる場面をテレビなどで目にすることが増えた．ノー
ベル生理学・医学賞を受賞した大隅良典教授のスピー
チをはじめ，サッカー，スキー，スケート，テニスな
ど，様々なスポーツ選手が海外でインタビューに答え
ている姿を見聞きしていると，決して英語のネイティ
ブ・スピーカーではないが，素晴らしい英語で話して
いることが分かるだろう．そして，それを見て，恰好
良いと思う日本人が多いのではないだろうか．つまり，
彼らは私たち日本人にとっての素晴らしいspeaker 
modelなのである．
そこで，言葉のOwnershipについて考えてみよう
（e.g. Widdowson, 1994; Norton, 1997）．アメリカ英語
はアメリカ人のもの．イギリス英語はイギリス人のも
の．インド英語はインド人のもの．しかし，それらは
どれも，日本人からすると，THEIR ENGLISHであり，
自分の英語ではない．
日本人が使っている英語は，田中茂範氏が以前から
提唱しているMY ENGLISHである（田中，2016）．
ただ，日本人が英語を使っても，それが独りよがりの
音読であったり，会話の暗記であったりした場合，他
人，特に外国人には通じない「日本英語」になる恐れ
がある．そこで大切なのは国際共通語としての英語で
ある．国際共通語としての英語は誰のものかというと，
それを使う全ての人のものである．ただし，それは，
異なった英語を話す人たちが自分の言葉を調整しなが
ら相手に理解してもらえるように努力した結果の，い
わば，OUR ENGLISHなのである．第二言語習得で
言 う な ら， マ イ ケ ル・ ロ ン グ のInteraction 
Hypothesisに基づいたもので（Long, 1996），インター
アクションをすることによって，お互いの言葉が相手
に分かりやすくなるように調整されていく，という考
え方と同じである．
文化に関する考え方
ここまでで分かることは，従来の英語教育で目標と
なっていたネイティブの英語が，日本人学習者にとっ
てモデルにはなり得ても，最終的に身につけなければ
ならないものではない，ということである．それに伴っ
て，従来は，アメリカ英語が学習指導要領で「標準的
な英語」として設定されていた時は，アメリカの文化
やアメリカ人の考え方（習慣等）を学ぶことが求めら
れていた．クリスマス，ハロウィン，ワシントン，リ
ンカーン，アメリカ人は自分の意見をはっきり言う，
挨拶するときは握手をする，というように．また，教
科書に出てくる留学生はアメリカ人が多く，日本人が
留学したり，ホームステイする時は，アメリカがほと
んどだった．
しかし，国際共通語としての英語が「標準的な英語」
として設定されると，文化はどうなるのだろう．
Schegloff （1987; Yoshida 2007））によれば，国際共通
語を用いて違った国・文化の人同士がコミュニケー
ションする時，そこには，特定の国や地域に属する決
まった文化はなく，当事者の間のmicro-contextの中
で作られる micro cultureが生まれる，という．つま
り，当事者が互いにコミュニケーションする過程で，
互を理解しようと努力する中で共通の考え方，異なっ
た考え方などに気づき，共通の理解を得るための，そ
の場の「文化」が作られるというのである．
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つまり，国際共通語が使われる環境においては，コ
ミュニケーションすることによって，互いに理解でき
る言語形式が作られ，互いが共有する固有の「文化」
が生まれる，ということになる．また，このことは，
本稿の最初に述べたグローバル人材の要件にある，個
別の言語や文化，価値を超えた新しい価値の創造と合
致すると言えるだろう．
英語の知識として教えることから，英語で何が
出来るかを目標に設定することへ
上記のように，今後の英語教育は，実際に英語を使っ
てコミュニケーションをすることを基準にすることが
求められている．つまり，学習指導要領改訂の大きな
ポイントとして，「英語の何を知っているか」より「英
語で何ができるか」を目標にし，そのための具体的な
目標として，Can-doを到達目標に設定しようという
のである．
Can-doの指標は，ヨーロッパのCEFR（ヨーロッパ
言語共通参照枠）を基にしているが，最高のC2レベル
でも，特にスピーキングとライティングの場合，必ず
しも「nativeのように」とはなっていない．「自然に，
流暢かつ正確に自己表現ができ，非常に複雑な状況で
も細かい意味の違い，区別を表現できる」（C2レベル）
となっており，「nativeのように表現できる」とは書い
ていないのである．つまり，nativeの英語を身に付け
る必要はないということなのである（CEFR, 2001）．
英語教育の最終的な目標として，「相手の意図や考
えを的確に理解し，自らの考えに理由や根拠を付け加
えて，論理的に説明したり，議論の中で反論したり相
手を説得」できるようになることが，「国際共通語と
しての英語力向上のための ５ つの提言と具体的施策」
に書かれているが，高校，あるいは大学卒業時に，こ
のCan-doに対して，“Yes,  I can.” と答えられる日本
人をどれだけ育成できるかが今後の英語教育の大きな
目標になると言っても過言ではないだろう．
英語の授業は英語で
少し視点を変えて，中高の英語の授業について見て
みよう．文部科学省は，英語の授業は基本，英語で行
うこと，としているが，果たしてどうなのだろう．
平成27年度文部科学省教育課程実施状況調査の結
果，中学校では，「授業に占める英語を用いた言語活
動の時間は，「おおむね行っている」と「半分以上の
時間，行っている」を合わせた割合は，第 1 学年では
69.1％で，平成26年度の56.0％から 13.1ポイント上昇，
第 2 学年では66.0％で，平成26年度の51.2％から14.8
ポイント上昇，第 3 学年では62.6％で，平成26年度の
47.7％から14.9ポイント上昇している．また，高校に
おいても，「普通科等における授業に占める生徒の英
語を用いた言語活動の時間は，「おおむね言語活動を
行っている」と「半分以上の時間，言語活動を行って
いる」を合わせた割合では，「コミュニケーション英
語基礎」が38.7％ ，「コミュニケーション英語Ⅰ」が
47.9％，「コミュニ ケーション英語Ⅱ」が44.5％，「コ
ミュニケーション英語Ⅲ」が37.6％，「英語表現Ⅰ」
が 42.5％，「英語表現Ⅱ」が34.9％となっている（文
部科学省，2015）．特に，中学においては，かなりの
割合で授業の半分以上を英語で教えている教師がいる
ことが分かる．それにしては，未だに中学生の英語力
も高校生の英語力は，上記で見たように，必ずしも高
くないのはなぜなのだろう．
何が問題なのか．ベネッセが行った「中高の英語指
導に関する実態調査2015」の結果を見てみよう．中学
で最もよく行われている授業活動は，「音読」，「発音練
習」「文法の説明」「文法の練習問題」「教科書本文の
リスニング」「Q&A（質問応答）による教科書本文の
内容理解」「キーセンテンスの暗唱と運用」となってい
ることが分かる．つまり，これらの活動は全てdisplay 
活動であり，コミュニケーションというよりは，「言語
形式の練習」にとどまっていることが分かるのである．
逆に，最もやっていない授業活動を見ていくと，「ディ
ベート」「ディスカッション」「英語で教科書本文の要
約を書く」「初見の英語を読む」「英語で教科書本文の
要約を話す」「聞いたことのない英語を聞く」「気持ち
や考えを英語で話す」というオーセンティックなコミュ
ニケーション活動が占めていることが分かる．つまり，
確かに英語でそれなりに授業は行っているかもしれな
いが，授業活動を見る限り，大半の活動が「言語形式
の練習」にとどまっていることが分かるのである．
また，高校の場合も中学とほとんど同じであること
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が分かるが，一つだけ違いがある点は，中学ではみら
れなかった，「教科書本文の和訳」が良く行っている
授業活動に含まれていることである．その理由は，高
校の場合，とうしても大学受験が大きな目標になって
おり，その対策としていまだに文法訳読が役立つと信
じられているためだろう．逆に，ほとんどやっていな
い活動に関しては，「スピーチ・プレゼンテーション」
が入っていることを除けば，中学とほとんど同じであ
ることが分かるのである．
つまり，例え英語で授業を行っていたとしても，も
しそれがほとんど言語形式の練習にとどまっていたと
したら，生徒の英語力はあまり伸びない，ということ
が言えるだろう．そのため，文部科学省としては，今
後の日本の英語教育は，従来のように，英語の「知識」
や「技能」に重きをおくのではなく，英語の運用能力
の育成を重視しなければならないと考えている．
ところで，ここで一つ疑問が出てくるかもしれない．
現在の大学入試が基本的に「知識（文法や語彙）」と「技
能（リーディングとリスニング）」に偏っている現状で，
果たしてディスカッションやディベートなどのコミュ
ニケーション活動が大学入試に役立つのかどうか．
2010年に文部科学省から発表された「SELHiの事業概
要及び成果（アンケート結果）」を見ると，文部科学
省から補助金をもらって「コミュニカティブな英語の
授業を研究・実践するために指定されたSELHi（Super 
English Language High School）では，「リスニング
能力の開発・指導法の改善」，「スピーキング能力の開
発・指導法の改善」，「リーディング能力の開発・指導
法の改善」，「ライティング能力の開発・指導法の改善」，
「語彙力の増強・指導法の改善」，「文法能力の開発・
指導法の改善」，「内容中心の授業（イマージョンプロ
グラムも含む）」，「独自テキスト，教材の開発（CT
機器の活用も含む）」，「生徒の自律学習（学習ストラ
テジーも含む）の支援や指導」，「協働学習」，「生徒の
学習意欲や態度の向上」，「生徒の英語能力の評価方法
の開発（定期テストの改善も含），「（Can-Doリストの
作成などによる）到達目標の明確化」，「小・中・高・
大や外部機関との連携」，「シラバス開発」，などが研
究課題として取り上げられたが，それぞれの取り組み
を実施した結果，81％の学校が受験に役立った，と答
えている．また，教師が英語で授業を行うことについ
ても，88.9％の教師が英語で授業を行うようになった
ことが分かる．また，当時の文部科学省小等中等教育
局国際教育課課長の山脇氏は，ベネッセの調査を引用
して，偏差値が同じSELHiと普通の高校の場合，大
学入試センター試験の結果は，SELHiの方が高い点数
をとっているとの報告をした．
ディスカッションやディベート，プレゼンテーショ
ンなどをするためには，生徒は色々な情報を調べ，そ
れを英語で発表しなければならない．そして，そのた
めには，自分にとって意味のある英語を読んだり聞い
たりし，自分の考えを英語で書いたり発表しなければ
ならないため，結局は総合的な英語力が身につく，と
いうことなのである．
CLIL（Content and Language Integrated 
Learning）の重要性
　（渡部，池田，和泉:2011,2012,2016）
上記のように，英語の「知識」ではなく英語で「何
ができるか」を教育目標に据えるとなると，教育「内
容」が大切になる．従来のように，文法や語彙という
言語的内容だけでは不十分になる．Can-doを教育目
標に設定するためには，英語を使って「どういう内容
について何ができるか」，ということが大切になる．
つまり，言語はあくまでも「道具」であり，それを使っ
てある特定の内容について話したり書いたり，情報伝
達したり，議論したりするのがあるべき姿なのである．
つまり，内容があってはじめてこのようなアクティブ・
ラーニングが成り立つのである．
そこで，大学では，グローバル化を促進する方法と
して，留学生を受け入れ，最終的には日本人学生と一
緒に学ぶことができる英語で学位が取れる英語コース
の設置が模索されている．しかし，ここで問題となる
のは，従来日本語で講義していた授業の講義言語を英
語にかえれば良い，というような単純なことではすま
ない，ということである．英語で授業をしたら，結局，
学生がわからないので日本語に戻した，という話を良
く聞く．専門の内容を日本語で聞いても難しいのに，
それを英語で講義されたら益々わからなくなるのは当
然 で あ る． 英 語 を 講 義 言 語 と す るEMI（English 
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Medium Instruction）は，英語が既にできる留学生に
対する方法としては良いが，日本人学生にとっては必
ずしも良いことではないのである．では，どうすれば
良いのだろう．
そこで，CLIL（内容言語統合型学習）の考え方を
紹介しよう．CLILなどの考え方を導入すれば，他教
科と連動した学習内容について，英語という道具を
使って，「思考」，「判断」，そして「発表」することが
可能になるのである．
CLILの考え方は，基本的に，言語は内容を表現す
る道具であり，言語そのものを学ぶことが授業の目的
ではない，ということである．渡部他（2011）による
と，CLIL の目標は「 4 つの C」を有機的に統合する
ことで達成されるという．一つ目は Content（科目），
二 つ 目 は Communication（ 言 語 ）， 三 つ 目 は 
Cognition（思考），そして，四つ目が Community
（Culture）（協学）である．
Contentは言語を使って学ぼうとしている内容であ
り，これは，他教科（国際関係，歴史，文学，法律，
理科，音楽，美術など）や学習者の経験や興味関心（修
学旅行，学園祭，人権問題，環境問題，平和など）か
らなる．
Communication は，教師と生徒，あるいは，生徒
同士が，学習過程で，内容を学ぶのに必要な言語材料
について述べたものである．言語材料には，それぞれ
の テ ー マ や 単 元 特 有 の 言 語 材 料（language of 
learning）だけでなく，より一般的な言語能力も含ま
れ る． 例 え ば， ア メ リ カ 史 が 内 容 だ と し た ら，
constitution,  liberation,  discrimination,  Congress, 
American dreamなどの語彙を理解しなければならな
いが，それと同時に，教師と生徒，あるいは，生徒同
士の学習過程で必要となる，description，thinking，
discussing，evaluating，concluding，というような言
語能力は，単元内容とは別に存在するより一般的な能
力（language for  learning）である．アメリカ史の内
容について議論したり，発表したりする時の言語能力
は，科学的テーマについて議論したり，発表したりす
る時に使われるものと同じなのである．
Cognitionは，このlanguage for  learning をより詳
しくしたものである．Bloom  の  教育の認知的目標 
（Anderson他，2001） に よ る と，Language for 
learningに必要な思考力は LOTS と HOTS に分けら
れる．LOTS（Lower Order Thinking Skills）には暗
記する，理解する，そして応用する力が含まれる，い
わゆる低次思考力だが，日本の伝統的な教育はこの三
つの力を重視してきたと言えるだろう．しかし，
CLIL では HOTS（Higher Order Thinking Skills）と
いう高次思考力をより重視している．HOTS には内
容を客観的に分析する，評価する，そして，その結果，
新たなものをつくり出す力が含まれている．この両者
の違いは，LOTSの場合，学習者が能動的に自らの考
えなどを発表することはないが，HOTSでは，正に，
学習者が能動的に自らの考えなどを表現しなければな
らないのである．
最後に，Communityは，学習者が協働して内容と
関連のある課題，プロジェクトを行うことを意味する．
いわゆるアクティブ・ラーニングにあたるものである．
上記のことを日本の学校教育に当てはめると，小学
校では他教科と連動した学習内容を入れること，中学
校においても，他教科の学習内容，地域行事，生徒た
ちの体験を内容とし，そして，高校では，国際社会の
多様性に対応した目標・内容を設定して，幅広い話題
について議論したり，発表したしすることが考えられ
る（文部科学省, 2014b）．例えば，英語で図工，音楽，
体育，算数，理科，社会などの内容を学ぶ．更に，環
境，人権，平和などのグローバル・イシューについて
英語で議論したり考えをまとめてスピーチをしたり，
エッセーなどを書いたりすることが考えられるだろう．
評価について
　上記のような教育内容の改革が行われれば，評価
が問題となるのは当然である．そこで，評価について
も，学力の 3 要素を評価の観点と位置づけることが求
められている．つまり，「知識・技能」，「思考力・判
断力・発表力」，そして，生徒が「主体的に学び，活
用する力」が評価されなければならないのである．従
来のように，低レベルの認知力（記憶，理解，応用）
で処理できる「知識と技能」だけではダメで，より高
度な認知力（分析力，評価力，創造力）をも評価しな
ければならないのである．しかも，それを自分だけで
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なく，ほかの人とのコミュニケーション等の中で評価
することがもとめられている．となると，パフォーマ
ンス評価ができなければならない事になる．また，「思
考力」「判断力」「主体的に学び，活用する力」は，
Can-doの内容によって具体的に示されることになる．
例えば，CEFR-JのB2レベルのリーディングに，「現
代の問題など一般的関心の高いトピックを扱った文章
を，辞書を使わずに読み，複数の視点の相違点や共通
点を比較しながら読むことができる」というCan-do
があるが，ここに述べられていることが実際にできる
かどうかを基準に評価することになるのである．また，
A2のスピーキングのやり取りのCan-doとして，「簡
単な英語で，意見や気持ちをやりとりしたり，賛成や
反対などの自分の意見を伝えたり，物や人を較べたり
することができる」というのがあるが，ここに述べら
れているCan-doが実行できているかどうか，という
基準で評価が行われることになるのである．なお，
Can-doの大切なことは，「教師」が生徒にCan-doの内
容を教え込むのではなく，生徒自身が設定された
Can-doに対して Yes,  I can. と答えられるようになる
ことである．従って，学習指導要領では，教師は生徒
が「～ができるように指導」できなければならないが，
それに加えて，生徒が自ら自己評価として，Yes,  I 
can ～ と言えるようにならなければならないのであ
る．しかし，生徒によっては，必ずしもYes,  I canと
答えられない場合があるだろう．その場合のことを考
え，評価の基準として，単に「できる」かどうかだけ
ではなく，「しようとしている」という動機等も考慮
することが必要になるのである．
ところで，これらの能力を誰がどう評価するのかと
いう点について，今後，教員研修の中に，このような
新しい「評価」の考え方や方法を取り入れる必要があ
る．しかし，単なる講義ではなかなか身につくもので
はない．そこで，研修の一つの方法として，2019年には，
中学校の全国学力テストに英語が 4 技能教科として含
まれることになっているが，「全国学力・学習状況調査
における中学校の英語の実施に関する中間まとめ」（文
部科学省2016g）によると，『「話すこと」については，
教員と生徒の対面による調査を実施』するとしている．
つまり，教員が直接英語でインタビューすることによっ
て，その実施方法を学ぶ機会にするというのである．
更に，「生徒の英語力のきめ細かな課題把握，教員に
よる指導・ 評価の改善の観点から，教員が試験の実施
と採点を行うシステムの在り方を検討する」としてい
る．つまり，話すことのパフォーマンス・テストの評
価の方法についても教員が行うとしているのである．
なお，「書くこと」の評価については，採点方法につい
ての研修を修めた者が行うことになっているが，ここ
にも現場の教員が入る可能性があるのである．
高等学校においても，新たに高等学校基礎学力テス
トの実施が考えられているが，ここでも「高等学校教
員が問題の作成等に関与したり，学校における指導の
工夫・充実につなげることができるようにすることが
目的」となっている．英語は，民間の英語能力検定試
験の活用についても述べられているが，新たに作成す
るとなった場合は，中学校の全国学力テストと同じよ
うな方法が取られる可能性が高い．
なお，このように，現場の教員がテストの作成や実
施，評価に加わることができるのは，これらのテスト
が入試のようなハイステイクステストではなく，授業
改善を目的としているためである．
大学教育と入試
最後に，大学入試の問題について述べよう．まず，
各大学がそれぞれの「アドミション・ポリシー」「カ
リキュラム・ポリシー」「ディプロマ・ポリシー」を
明確にし，大学として求めている人材像を示す必要が
ある．どのような人材を社会に送り出したいのか（ディ
プロマ･ポリシー），そのためにどのような教育を行
うのか（カリキュラム・ポリシー），そして，大学の
目的に合った学生をどのような方法で集めるか（アド
ミション・ポリシー），ということを明確にする必要
があるのである．大学入試は，大学がその目的を達す
るために適していると思われる人材を選別し，入学さ
せるために行うものなのである．
しかし，現在の大学入試センター試験と個別大学の
入学試験とは，目的が異なる．大学入試センター試験
は，基本的に，学生が高等学校までの教育で身につけ
た知識・技能，そして，それを用いて思考し，判断し，
自らの考えを表現する力を評価することを目的として
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いる．それに対して，個別大学の入学試験は，それぞ
れの大学の 3 つのポリシーにあった学生を選別するた
めのものだと言える．文部科学省によると，『受検者
が「学力の 3 要素」に対応する諸能力や経験をどの程
度持っているか， 当該大学の教育課程編成・実施の方
針に沿った教育を受け卒業認定・学位授与の方針を体
現する学生として卒業し社会で良き人生を歩むことが
できる潜在力を持っているかどうかを，各大学が入学
者受入れの方針に基づき判定すること』（文部科学省，
2016e）としているのである．
では，2020年から新たに導入される大学入学希望者
学力評価試験についてみてみよう．「学力の 3 要素」
のうち，特に，高等学校までの教育で，十分な知識・
技能，そして，それらを基盤にして自ら解を見いだし
ていくために必要な思考力・判断力・表現力を評価で
きる試験として位置づけられている．つまり，個別大
学の目的よりも，学習指導要領の内容をベースに作ら
れる試験ということになる．
なお，英語については，『「書くこと」や「話すこと」
を含む四技能について，例えば，情報を的確に理解し，
語彙や文法の遣い方を適切に判断し活用しながら，自
分の意見や考えを相手に適切に伝えるための，思考力・
判断力・表現力を構成する諸能力を評価する．また，
民間との連携の在り方を検討する』ことなっている．
ただ，気をつけなければならないのは，4技能を独立
に測定するのではなく，統合的な言語活動として評価
できなければならない点である．文部科学省では，最
終的には民間の 4 技能評価テストを認定する形で使う
ことを考えているが，大学入試センターで現在使われ
ているリーディングとリスニング・テストの利用につ
いても検討されている．
ところで，民間の英語資格．検定試験を利用してい
る大学は現在増えているが，その効果について，「民
間の英語資格・検定試験の大学入学者選抜における活
用実態に関する調査研究事業」（2016）を見ると，既
に全国の大学の内，なんらかの形で民間の英語資格・
検定試験を利用しているのは，調査に回答した695大
学の内43％に上った．また，その理由として，「より
優秀なグローバルな意識が高い学生を確保するため」
と答えた大学が64.2％あった．報告書では，『活用し
ている大学も未活用の大学も「優秀な学生確保」がキー
ワードになっているが，資格・検定試験の受験者の英
語力および学習意欲を鑑みると，民間の英語資格・検
定試験の活用は，優秀な学生確保の有効な手段の一つ
として考えられる』としている．また，学生13514人
に対する調査では，65.7％の学生が民間英語試験を活
用して入試ができる大学が増えることに賛成している
ことがわかった．
大学入試に関しては，少なくとも大学入学希望者評
価テストは 4 技能テストになることになっているし，
中学の全国学力テストの英語も高等学校基礎学力テス
トも 4 技能テストになることになっている．ただ一つ
議論されていないのは，高校入試である．しかし，既
にいくつかの都府県で高校入試の4技能化の方向が示
されている．少なくとも新学習指導要領はCan-doを
到達指標にしている以上，従来のように，知識・技能
だけを中心とした入試は認められなくなるだろう．
終わりに
日本の英語教育は大きな転換期に来ている．これま
では，ネイティブ・スピーカーの英語および，その背
景にある文化や価値観を受身的に学ぶことに終始して
いた．しかし，今回の学習指導要領の改革で，従来の
知識・技能の修得からCan-do指標を到達目標にした
ことにより，自らが伝達したい内容を思考し，判断し，
それに基づいて発表する，という能動的な方向に大き
く転換した．今までのボトムアップ式な改革で，小学
校，中学校，高等学校の英語教育改革については様々
な提案がなされ，実施されてきたものの，どれだけ教
育課程の改革を行っても，最後の出口である入学試験
が変わらなかったために，抜本的な改革ができなかっ
た．しかし，今回は，大学入試を中心とした評価方法
の大改革が提案された．これにより，小学校から高校
までの英語教育の内容および方法が， 4 技能テストの
導入により，教育と評価に一貫性が生まれたのである．
今回の改革は，既に大学や高校現場に様々な波及効果
をもたらし始めている．例えば，入試においてTEAP
（アカデミック英語能力判定テスト）を取り入れる大
学の数が急速に増加していることにも，その効果が現
れていると言える．
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吉田 研作・英語教育の革新
日本の英語教育がようやく単なる知識としての英語
から本当に使える（思考，判断，表現）英語に変わっ
ていく土台が見えてきたと言えるだろう．
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